
（７）平成28年度アクションプラン対象施策に基づく関連表等

「Ⅰ．クリーンで経済的なエネルギーシステムの実現」：関連表を記載。
「Ⅱ．国際社会の先駆けとなる健康長寿命社会の実現」：工程表を記載。
「Ⅲ．世界に先駆けた次世代インフラの構築」：関連表を記載。
「Ⅳ. 我が国の強みを生かしIoT、ビッグデータ等を駆使した新産業の育成」：関連表を記載。
「Ⅴ．農林水産業の成長産業化」：関連表を記載。
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平成28年度アクションプラン対象施策に基づく関連表

Ⅰ．クリーンで経済的なエネルギーシステムの実現

ⅰ）エネルギーバリューチェーンの最適化

（１）高度エネルギーネットワークの統合化

今年度の検証
可能な達成目標

３年間の検証可能な達成目標
総合戦略2015の
記載内容

重点的取組 ①取組の内容
施策
番号

施策内容 施策番号 施策内容 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
②2020年までの
成果目標

エ・経27

先進パワエレモジュールの開
発を実施するとともに、機器
の基本仕様に基づくコンパク
ト・軽量化に向けた機器の設
計

開発した先進パワエレモ
ジュールを活用したコンパク
ト・軽量化に向けた機器設計
に基づく、試作機の製作、機
器をフィールドに設置して検
証を行うための研究計画の
策定

開発した試作機をフィールド
に設置し、機器の動作確認や
作業性・メンテナンス性の確
認等を行うともに、フィールド
での検証を開始

機器のフィールドでの検証を
通じて、機器の改良等を行
い、最終目標を達成する機器
を開発

総務省

エ・総01

様々な機器からの爆発的
なデータ量をリアルタイム
かつ的確に把握し高度な
分析・判断を行うネット
ワーク基盤技術及び多様
なIoTサービスに対応する
ための共通基盤技術を確
立

エ・総01

産学官の連携推進体制と
して「スマートIoT推進協議
会（仮称）」を創設し、本施
策を核とした技術開発、実
用化を見据えた広範な社
会実証や国際標準化活動
等を産学官連携の下で実
施

―

・総合的な推進体制の構築
・実証実験地区の選定
・スマートIoTサービス共通基
盤及び革新的ネットワーク基
盤技術の基礎検討

・実証実験地区における社会
実証の開始
・基礎検討を踏まえた実証環
境等の検討等

・実証実験地区における社会
実証の推進
・実用化に向けた詳細検討等

も・文01
（再掲）

将来を見越して、他分野
で活用可能な高度な人工
知能が搭載されたプラット
フォームを構築
データサイエンティストや
サイバーセキュリティ、人
工知能技術に係る高度人
材の育成、並びに独創的
な新規領域の開拓者の養
成

も・文01
（再掲）

プラットフォームを構築し、
情報科学技術に関わる研
究者育成を実施

経済産業省との共同事業を
はじめとする他省庁との連携
を検討

・革新的な人工知能を中核と
したプラットフォームの構築に
向けて、ネットワークを構築
・データサイエンティストや、
サイバーセキュリティ、人工
知能技術に係る高度人材を
年500人程度養成
・新領域を開拓する革新的で
萌芽的な研究を100課題支援

・革新的人工知能に関する理
論的な見通しを立て、技術開
発の方向性を確立するととも
に、革新的な人工知能プラッ
トフォームを一部構築
・データサイエンティストや、
サイバーセキュリティ、人工
知能技術に係る高度人材を
年500人程度養成
・新領域を開拓する革新的で
萌芽的な研究を100課題支援

・プラットフォームプロトタイプ
の実現
・データサイエンティストや、
サイバーセキュリティ、人工
知能技術に係る高度人材を
年500人程度養成
・新領域を開拓する革新的で
萌芽的な研究を100課題支援

も・経05
（再掲）

IoT推進のために必要とな
る分野横断的な共通基盤
技術を産学官の連携体制
で開発
本年設立した「人工知能
研究センター」を中心に、
人工知能分野において基
礎研究を応用に結びつけ
ることで、実用化やベン
チャー企業の創出等と基
礎研究の進展の好循環
（エコシステム）を形成

も・経05
（再掲）

関連知財の集約化等を図
ることで研究成果の普及
を促進
本年設立した「人工知能
研究センター」を中心に、
先進的な人工知能技術を
実世界に広く、かつ迅速
に普及促進
課題となる規制・制度改革
やルール形成の検討や実
証等を行うことで世界に先
駆けたデータ駆動社会の
実現を推進

「人工知能研究センター」の
設立（済み）を含む、産官学
連携による推進体制の構築
文部科学省との共同事業を
はじめとする他省庁との連携
を検討

2020 年代早期に、スマー
トメーターの普及により、
電力のピーク需要を有意
に制御することが可能とな
る環境を実現し、エネル
ギーネットワークシステム
を構築

総合戦略2015の記載内容 各省事業・施策
各省事業・施策
（社会実装）

 基幹系と分散型電
源の運転情報を統
合した需給シミュ
レーション・制御シ
ステム技術とこれに
係る通信システム
等のエネルギー
ネットワークシステ
ム技術の開発
【総務省、経済産業
省】 スマートグリッド等、先進的なICT分野において、コアとなる通信規格を含めたシステム等の実証実験を踏まえた国際標準化に関する取組

（１）高度エネル
ギーネットワー
クの統合化
【総務省、文部
科学省、経済
産業省】

 エネルギーネット
ワークシステムを構
成するための、日
射量や風況等の環
境情報、企業や個
人等の需要家の動
向等を収集（センシ
ング）・処理・解析す
るビッグデータ技術
と、ＩｏＴシステムの
構築及び得られた
データを活用した新
たな価値を提供す
るＡＩ技術の開発
【総務省、文部科学
省、経済産業省】

太陽光発電の導入拡大に伴う配電系統における電圧上昇等の課題
解決に向けて、先進パワエレデバイスを組み込んだ機器開発を行
い、複数機器が混在する配電網において有効性、安全性及び信頼
性等を検証

電力グリッド上に散在する①再生可能エネルギー発電設備や②蓄
電池等のエネルギー機器、③ディマンドレスポンス等の需要家側の
取組を統合的に制御し、あたかも一つの発電所（仮想発電所）のよう
に機能させる実証事業

①2030年頃のＩｏＴ社会の深化に向け、共通基盤技術を開発
・センサでの情報処理（エッジ処理）が可能なインテリジェントデータ収集システム
・ノイマンボトルネックを解消し、低エネルギーで高速にデータを処理する技術や、低エネル
ギー・大容量のストレージ技術
・ビッグデータを低エネルギーかつ高速に処理する革新的人工知能専用計算機技術
・サイバー攻撃からシステムを守るためのセキュリティ技術

②人工知能技術について、「人工知能研究センター」で、実世界応用を指向した大規模目
的研究と、その成果を実用化に結びつけるための研究開発、さらには、評価手法・ベンチ
マークデータセット等の共通基盤技術の整備
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エ・総03

バックドアの解析・検知技
術や暗号技術等のサイ
バーセキュリティ技術につ
いて、重要インフラ分野や
重要産業分野における実
装を促す実証実験及び研
究開発を実施

エ・総03

NISC及び重要インフラ所
管省庁と連携し、事業成
果を政府統一基準等に組
み込むことで、重要インフ
ラ・重要産業における実装
を推進
国際標準化団体において
国際標準化を行い国際展
開を推進
2020年東京オリンピック・
パラリンピック競技大会に
おけるサイバーセキュリ
ティについても適宜活用

・標的型攻撃の防御モデルの
確立・展開
・マルウェアの駆除等に向け
た一般のインターネット利用
者に対する注意喚起の実施
回数（7,000回）
・M2Mにおけるセキュリティ技
術の確立及びセキュリティガ
イドラインの策定に向けた調
査・実証

M2Mにおける情報セキュリ
ティ技術の実証

M2Mにおける情報セキュリ
ティ技術等の確立・ガイドライ
ン化

・能動的サイバー攻撃観測
網、複合的サイバー攻撃分
析・可視化技術の開発
・セキュリティ知識ベースの機
能構築
・暗号技術の活用によるプラ
イバシー保護を実現する暗号
技術の開発

エ・経26
重要インフラ企業との情報
共有ネットワークの構築

エ・経26

IPAと重要インフラ等企業
との秘密保持契約に基づ
き、当該企業より、標的型
サイバー攻撃の手口手法
の収集・分析等を行い、対
策情報の共有化（Ｊ－ＣＳＩ
Ｐ）を推進

Ｊ－ＣＳＩＰ運用、参加組織の
拡大、共有情報等の充実等
を図る

重要インフラ等に適用でき
る情報セキュリティシステ
ムの構築

（５）社会実装
に向けた主な

取組

   国際競争力強化に係る技術基準、認証システム等の国際標準化の推進　　　【総務省、経済産業省】 「エ・総01、も・文01、も・経05」、「エ・総03、エ・経26」
   個人情報をはじめとする各種情報の流通等の事業導入に際しての社会的受容性確保に関する取組の推進　　　【経済産業省、環境省】 「エ・総03、エ・経26」

攻撃事例の対象範囲の拡大、解析手法の高度化、提供情報の内容の充実に取り組む

   高度エネルギーネットワーク実現のための自治体等を含めた広域展開の枠組みの創設・拡充　　　【経済産業省、環境省】 「エ・経27」

（１）高度エネル
ギーネットワー
クの統合化
【総務省、文部
科学省、経済
産業省】

 異常検知・解析、
暗号等の情報セ
キュリティ技術の開
発と、セキュリティ
評価・認証制度及
び、重要インフラ等
のセキュリティを統
合・管理する共通基
盤の構築
【総務省、経済産業
省】

取組の内容 施策番号
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平成28年度アクションプラン対象施策に基づく関連表

Ⅰ．クリーンで経済的なエネルギーシステムの実現

ⅰ）エネルギーバリューチェーンの最適化

（２）クリーンなエネルギー供給の安定化と低コスト化

今年度の検証
可能な達成目標

３年間の検証可能な達成目標
総合戦略2015の
記載内容

重点的取組 ①取組の内容
施策
番号

施策内容 施策番号 施策内容 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
②2020年までの
成果目標

エ・経08

風力発電の導入に係る、
立地のための規制緩和や
漁業調整等を円滑化につ
いての検討、環境アセスメ
ント手続期間を半減する
手法の実証等

経済産業省

洋上ウィンドファームに係
る技術的・社会的な課題
を解決するための実証研
究等を行い、安全性・信頼
性・経済性を明確化

内閣官房

国土交通省

環境省

エ・経07

太陽電池の高度化に係る
技術開発に加え、システ
ム全体での発電量の増加
やBOSコスト削減及び維
持管理コストの低減のた
めの技術開発

エ・経07
技術の海外展開を見据え
た国際標準化に関する取
組

①維持管理及びリサイクル
・最終年度での目標達成へ向
け、継続的に技術開発を推
進
②高性能・高信頼発電のコス
ト低減技術開発
・最終年度での目標達成へ向
け、継続的に技術開発を推
進

①維持管理及びリサイクル
下記項目の中間評価を実施
・システム効率を従来方法と
比べ10%以上向上
・リサイクル技術開発につい
て、処理コスト：5円/W達成
②高性能・高信頼発電のコス
ト低減技術開発
・最終年度での目標達成へ向
け、継続的に技術開発を推
進

①維持管理及びリサイクル
・最終年度での目標達成へ向
け、継続的に技術開発を推
進
②高性能・高信頼発電のコス
ト低減技術開発
・下記目標達成にむけた各プ
ロジェクトの中間評価を実施
・発電コスト中間目標
結晶Si：17円/kWh、
CIS系：17円/kWh

①維持管理及びリサイクル
・太陽光発電システム維持管
理：1.システム効率を従来比
10%以上向上、2.BOSコストを
従来比10%以上低減、3.シス
テム維持管理費を従来比30%
以上低減
・PVリサイクル技術開発：太
陽電池モジュールのリサイク
ル処理コストを5円/W以下に
低減
②高性能・高信頼発電のコス
ト低減技術開発
・最終年度での目標達成へ向
け、継続的に技術開発を推
進

エ・文07
革新的エネルギー研究開
発拠点の形成

エ・文07

創出される研究成果は、
産業技術総合研究所福島
再生可能エネルギー研究
所の研究チーム等に橋渡
しし、実用化を推進

ナノワイヤー太陽電池のシン
グルセルの動作検証、発電
特性の改善等

ナノワイヤー太陽電池のタン
デム化、発電特性改善による
効率化を通じた30％以上の
エネルギー変換効率の達
成、世界トップレベルの研究
開発拠点の形成

エ・経22 ―

国土交通省

環境省

浮体式洋上風力発電を
2018 年頃までに実用化
し、世界市場創出

2020 年までを目途に先端
複合技術型シリコン太陽
電池やナノワイヤー太陽
電池等の次世代太陽光発
電技術の実用化と太陽光
発電の発電コスト14 円
/kWh を達成、2030年に発
電コスト７円/kWh を達成

実用化に向けた技術開発の加速のため、実証フィールドの整備、関連施策との有機的な連携の推進

浮体式洋上風力発電設備に関するガイドラインの周知

平成27年度までの実証事業を活かした、風力発電に係る環境アセスメントに係る取組

建築物の屋上に太陽光発電設備を設置する際の技術的助言の策定

再生可能エネルギーの導入を促進し、環境負荷の小さい地域づくりをめざす取組

・地元企業の技術シーズの評価及び普及支援
・地元大学、高専等再生可能エネルギー分野に精通する高度な産業人材の育成

＜H28年度終了予定＞

＜H29年度終了予定＞

②洋上風力発電等技術研究
開発
・次世代浮体式洋上風力発
電システムの建設・評価・保
守

①風力発電高度実用化研究
開発
・小型風力発電システム標準
化の最終評価
②洋上風力発電等技術研究
開発
・着床式洋上風力発電導入
に係るガイドブック（第2版）の
作成
・次世代浮体式洋上風力発
電システムの建設

①風力発電高度実用化研究
開発
・スマートメンテナンスシステ
ムの確立
・部品高度実用化による風車
の総合効率向上
②洋上風力発電等技術研究
開発
・浮体式洋上風況観測システ
ムの評価・保守等
・浮体式洋上風力発電のFS
終了

  浮体式洋上風力発
電システムに係る
発電技術、設置手
法、メンテナンス技
術、出力不安定性
の補償技術、送配
電技術、環境影響
評価技術等の開発
【内閣官房、経済産
業省、国土交通省、
環境省】

  太陽光発電システ
ムに係る発電技
術、周辺機器の高
性能・高機能化技
術、維持管理技術、
出力不安定性の補
償技術、送配電技
術等の開発及び開
発拠点形成
【文部科学省、経済
産業省、国土交通
省、環境省】

総合戦略2015の記載内容 各省事業・施策

福島再生可能エネルギー研究所において、被災地域に所在する企
業等が開発した太陽光、風力、地中熱等の再生可能エネルギーに
関連した技術シーズに対する性能評価、品質評価の実施

各省事業・施策
（社会実装）

（２）クリーンな
エネルギー供
給の安定化と
低コスト化（ＳＩＰ
含む）
【内閣官房、内
閣府、総務省、
文部科学省、
農林水産省、
経済産業省、
国土交通省、
環境省】

洋上風力発電（着床式・浮
体式）について、発電・風
況観測システム技術、信
頼性、低コスト化、地域と
の合意形成手法等の確立

エ・経08
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エ・経22 ―

経済産業省

環境省

内閣官房

国土交通省

エ・経05

石炭ガス化燃料電池複合
発電(IGFC)について、
2025年までに技術を確立
し、2030年代の実用化

1700℃級ガスタービン事
業において、2020年度の
実証期間終了時に大容量
機にて発電効率57％（送
電端HHV）以上を実現

エ・経05

先進国において高効率石
炭火力発電及びCO2分
離・回収技術のニーズ、新
興国においては産業の市
場拡大のニーズに適合さ
せ、国際市場の獲得及び
産業競争力の強化
省エネルギー及びCO2削
減の観点から、電力用高
効率ガスタービンは関連
技術分野に係る国際競争
力強化

・IGFC実証試験設備の設計・
製作・据付について計画通り
実施
・IGFC土木・建設工事につい
て計画通り実施
・1700℃級ガスタービンの高
効率化に係る技術開発

・IGCC実証試験設備の設計・
製作・据付・試運転について
計画通り実施
・IGCC土木・建設工事につい
て計画通り実施
・CO2分離・回収実証試験設
備の設計・製作・据付・試運
転について計画通り実施
・1700℃級ガスタービンの高
効率化に係る技術開発

・IGCC実証試験における最
終目標を達成
・CO2分離・回収実証試験設
備の設計・製作・据付・試運
転について計画通り実施
・1700℃級ガスタービンの高
効率化に係る技術開発

・IGCC実証試験における最
終目標を達成
・CO2分離・回収実証試験設
備の設計・製作・据付・試運
転について計画通り実施
・1700℃級ガスタービンの高
効率化に係る技術開発

エ・経01

国際機関等（IEA実施協定
及びCSLF）との連携を通
じて、CCSに関する国際動
向の調査と我が国の取組
をアピールするとともに、
ISO規格化作業に関与し、
CCSの国際的な普及を推
進

環境省

エ・経01の実証実験が予
定される海域において、海
水の化学的性状及び生態
系把握調査を、CO2の貯
留開始前に経年で実施。
得られた知見をエ・環01に
も活用

エ・環01

廃棄物発電施設に二酸化
炭素分離回収設備を追設
し、廃棄物焼却排ガスから
の最適な回収プロセスを
検討済

国土交通省

沖合海底下におけるCCS
の実現のため、船舶（シャ
トルシップ）による液化
CO2の輸送等に係る安
全・環境要件を策定

 燃料電池の効率向
上技術の開発
【経済産業省】

経済産業省

・ 定置用燃料電池の効率
向上と耐久性を向上し、
2020 年に140 万台、2030
年に530 万台を市場導入

・2020 年に地熱発電の
タービン世界市場の７割を
獲得
・海洋エネルギーシステム
のコスト低減（2020 年以
降に40 円/kWh の達成）

実用化に向けた技術開発の加速のため、実証フィールドの整備、関連施策との有機的な連携の推進

・地元企業の技術シーズの評価及び普及支援
・地元大学、高専等再生可能エネルギー分野に精通する高度な産業人材の育成

浮体式の海洋エネルギー発電施設等において、浮体・係留設備等に係る技術的検討を行い、安全・環境ガイドラインを策定

・分離回収プロセスにおける
環境リスク評価ガイドライン策
定
・分離回収プロセスにおける
有害物質排出抑制手法の有
効性検証
・シャトルシップ方式実証のた
めの基本設計

①CO2削減技術実証試験
地上設備の完成、試験運転
実施、モニタリングの実施、
社会受容の醸成
②CO2回収技術実用化研究
・固体吸収材：実ガス試験用
固体吸収材大量合成手法の
確立、先進的吸収材最適プロ
セス検討、実ガス試験装置の
設計
・分離膜技術：実ガス試験装
置の仕様検討、小型高圧試
験装置による耐圧試験、耐プ
ロセス試験・膜モジュール作
製

2020年（平成32年）頃の
CCS実用化を目指し、①
大規模排出源からCO2を
分離回収し、圧入貯留、モ
ニタリング等を実施するを
利用したCCS実証試験、
②コスト削減を目指した
CO2分離・回収技術の実
用化研究、③CCSの安全
な実施に向けたモニタリン
グ技術等の開発を実施

福島再生可能エネルギー研究所において、被災地域に所在する企
業等が開発した太陽光、風力、地中熱等の再生可能エネルギーに
関連した技術シーズに対する性能評価、品質評価の実施

地熱発電関連設備の高効率化および低コスト化に係る取組

地熱発電設備の、自然公園内における設置に関する規制の見直し

・分離回収プロセスにおける
排ガス毒性試験の必要性判
断・試験手法立案
・分離回収実証プラントの建
設着工
・船舶によるピックアップオペ
レーション試験計画作成

①CO2削減技術実証試験
CO2圧入運転、モニタリング
実施、社会受容の醸成
②CO2回収技術実用化研究
・固体吸収材：実ガス試験用
固体吸収材の調製、実ガス
試験装置の製作
・分離膜技術：実ガスを使用
した検証試験、実ガス検証試
験による膜モジュール評価
③安全管理技術開発
CO2長期モニタリング技術の
検討、地層の常時監視・表示
システムの実証試験地への
設置

・分離回収実証プラントの建
設2/5年目完了
・船舶によるピックアップオペ
レーションにおける課題抽出

・分離回収実証プラントの建
設3/5年目完了
・船舶によるピックアップオペ
レーションにおける課題解決

燃料電池（PEFC、SOFC）の高効率化、高耐久化および低コスト化に係る取組

①CO2削減技術実証試験
CO2圧入運転、モニタリング
実施、社会受容の醸成
②CO2回収技術実用化研究
・固体吸収材：実ガス試験用
固体吸収材の調製、先進的
吸収材最適プロセス検討、実
ガス試験装置の設計
・分離膜技術：実ガス試験装
置の仕様検討、小型高圧試
験装置による耐圧試験、耐プ
ロセス試験・膜モジュール作
製
③安全管理技術開発
CO2長期モニタリング技術の
検討、地層の常時監視・表示
システムの検討

①CO2削減技術実証試験
CO2圧入運転、モニタリング
実施、社会受容の醸成
②CO2回収技術実用化研究
・固体吸収材：実ガス試験用
固体吸収材の調製、先進的
吸収材最適プロセス検討、実
ガス試験装置の製作
・分離膜技術：実ガス試験装
置の設計、製作、小型高圧試
験装置による膜モジュール評
価
③安全管理技術開発
CO2長期モニタリング技術の
試行、地層の常時監視・表示
システムの試作

 地熱・波力・海洋温
度差発電等のその
他再生可能エネル
ギーシステムに係
る発電技術、設置
手法、メンテナンス
技術、出力不安定
性の補償技術、送
配電技術、環境影
響評価技術等の開
発
【内閣官房、経済産
業省、国土交通省、
環境省】

エ・経01
エ・環01

国内の有望なCO2貯留地
点を特定するため、弾性
波探査や掘削調査等を実
施

エ・環01

下記を通して境配慮型
CCSの実用化・普及を図
る。
①ＣＯ２分離回収プロセス
における有害化学物質の
放出抑制技術実証
②シャトルシップによる二
酸化炭素輸送・貯留トータ
ルシステムの実証
③CCSの円滑かつ適正な
導入手法を策定

 高効率火力発電シ
ステムに係る発電
技術の開発、石炭
利用技術の開発、
二酸化炭素分離回
収・貯留技術の開
発、二酸化炭素貯
留適地調査・環境
影響評価技術等の
開発
【経済産業省、国土
交通省、環境省】

エ・経01

・ 2020 年頃までに1700℃
級ガスタービンを実用化
し、輸出促進
・ 2020 年代に先進超々臨
界圧火力発電と高効率・
高信頼性石炭ガス化複合
発電を実用化し、輸出促
進
・2020 年頃までに二酸化
炭素分離・回収・貯留技術
を実用化
・2030 年代に石炭ガス化
燃料電池複合発電を実用
化
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エ・文02

・実験燃料の分析及び実験
技術開発（燃料安全研究）
・腐食電位センサー等の開発
（材料研究）
・高温ガス炉の将来の実用化
に向けた意見交換
・核物質の検知・測定技術の
高度化及び多様化
・核鑑識技術の高度化及び
多様化

・実験燃料の分析及び実験
技術開発（燃料安全研究）
・腐食電位センター等の開発
（材料研究）
・高温ガス炉技術研究開発作
業部会での評価
・核物質の検知・測定技術の
高度化及び多様化
・核鑑識技術の高度化及び
多様化

・NSRRでの模擬実験等（燃料
安全研究）
・JMTRでの照射実験（材料研
究）
・高温ガス炉技術研究開発作
業部会での評価
・核物質の検知・測定技術の
高度化及び多様化
・核鑑識技術の高度化及び
多様化

・NSRRでの模擬実験等（燃料
安全研究）
・JMTRでの照射実験（材料研
究）
・HTTRの安全性向上に関わ
る試験運転の完了
・核物質の検知・測定技術の
高度化及び多様化
・核鑑識技術の高度化及び
多様化

エ・文03

・要素技術開発を継続し、核
変換実験施設の主要試験装
置の仕様検討、建屋内での
配置を検討
・MA+RE一括回収のためにト
レーサーを添加した模擬廃棄
物を用いた試験に着手
・MA核変換用燃料製造につ
いて工学機器試験装置を検
討するためのデータ取得

・要素技術開発結果を取りま
とめ、核変換実験施設の詳細
検討の実施
・実廃廃液によるMA+RE一括
回収試験の開始、模擬物質
による燃料製造･再処理試験
の実施

・施設の安全検討を実施し、
主要機器の長期安定性試験
の実施
・実廃液によるMA/RE相互分
離試験の開始、模擬物質に
よる燃料製造･再処理試験の
完了

・施設の安全検討を継続し、
主要機器の長期安定性試験
の実施
・MA+RE一括回収最適化試
験の開始、実廃液から回収し
たMAによるフィードストック燃
料製造試験の開始

エ・文01

・年度内に福島県内の「国際
共同研究棟」整備に着手
・ロボットシミュレータの開発
に着手
・研究開発プログラム、人材
育成プログラムにおける課題
の採択

・年度内に福島県内に「国際
共同研究棟」を整備
・ロボットシミュレータ試験に
着手
・人材育成プログラムにおけ
る中間評価の実施

・年度当初に「国際共同研究
棟」の運用開始
・燃料デブリ取出し時の被ば
く線量等評価
・人材育成プログラムにおけ
る中間評価の結果に基づく
フォローアップ

・「国際共同研究棟」の運用を
継続
・燃料デブリの非破壊測定技
術の選定
・研究開発プログラムの事後
評価の実施

エ・経24

エ・文04
（総務省含
む）

我が国の領海・ＥＥＺ・大陸
棚において、エネルギー・
鉱物資源の調査・開発

・海洋資源調査システムに必
要な形成モデルの構築及び
成因解明
・海洋資源調査システムを構
築するための探査機技術開
発

・海洋資源調査システムに必
要な形成モデルの構築及び
成因解明
・海洋資源調査システムを構
築するための探査機技術開
発

・海洋資源調査システムを既
知の有望海域で検証
・海洋資源調査システムを構
築するための探査機技術開
発

・海洋資源調査システムを未
知の有望海域で実証
・海洋資源調査システムに必
要な技術開発の実証実験

経済産業省

エ・経18

触媒技術の活用により従
来の石油由来の製造プロ
セスに比べ飛躍的な省エ
ネ化に繋がる化学品製造
プロセスの実現を目指す。

エ・経18 実施者との知財戦略策定

・光触媒の高性能化、ﾓｼﾞｭｰﾙ
化に向けた要素技術の改良
と合成触媒による反応ﾌﾟﾛｾｽ
のｽｹｰﾙｱｯﾌﾟに対応した技術
課題の抽出
・砂から有機ｹｲ素原料を製造
および有機ｹｲ素原料から高
機能有機ｹｲ素部素材を製造
するための、反応経路と触媒
候補の有望な組み合わせの
選出

・変換効率3%の達成、ﾓｼﾞｭｰﾙ
化に向けた要素技術確立
・砂から有機ｹｲ素原料を製造
するための、有望な反応経路
と触媒について有望な組合せ
の絞り込み
・有機ｹｲ素原料から高機能
有機ｹｲ素部素材を製造する
ための、反応経路と触媒につ
いて有望な組合せの絞り込
み

・光触媒の更なる性能向上と
大量合成方法の課題抽出、ﾓ
ｼﾞｭｰﾙの設計と試作。
・砂から有機ｹｲ素原料を製造
するための反応経路の最適
化
・有機ｹｲ素原料から高機能
有機ｹｲ素部素材を製造する
ための反応経路の最適化

・光触媒の更なる性能向上と
大量合成方法の課題抽出、ﾓ
ｼﾞｭｰﾙの設計と試作
・砂から有機ｹｲ素原料を製造
するための反応経路の最適
化
・有機ｹｲ素原料から高機能
有機ｹｲ素部素材を製造する
ための反応経路の最適化

文部科学省

シビアアクシデント回避のための安全評価用のデータの取得や材料
試験照射等を通じた、放射線照射環境による材料劣化の測定技術、
高経年化や構造健全性評価の高度化に関する研究、核セキュリティ
向上技術開発として、核物質の検知技術開発、核鑑識技術開発

（２）クリーンな
エネルギー供
給の安定化と
低コスト化（ＳＩＰ
含む）
【内閣官房、内
閣府、総務省、
文部科学省、
農林水産省、
経済産業省、
国土交通省、
環境省】

 原子力発電に係る
安全性・核セキュリ
ティ向上技術、使用
済燃料や廃炉等に
伴って生じる放射性
廃棄物の処理処分
技術、原子力施設
の廃止措置技術等
の開発
【文部科学省、経済
産業省】

安全性を全てに優先させ
る前提の下での新規制基
準へ適合していることが確
認された原子力発電の利
用、及び福島第一原発に
おける燃料デブリ取り出し
に資する遠隔操作ロボット
等の活用

福島第一原子力発電所の廃炉・汚染水対策を進めていく上で、技術
的に難易度が高く、国が前面に立って取り組む必要があるものに対
する研究開発支援

・ 海底熱水鉱床につい
て、2018 年度までに経済
性の評価、2023 年以降に
民間が参画する商業化を
目指したプロジェクトを開
始

メタンハイドレートについて、2018年度を目途に商業化の実現に向けた技術を整備、2023年から2027年の間に民間企業が主導する商業化のためのプロジェクトを開始されるよう、国際情勢を
にらみつつ技術開発を推進

高レベル放射性廃棄物に含まれる長寿命核種の短寿命化による有
害度低減等への貢献が期待される群分離・核変換技術について、加
速器を用いた核変換システムを構築

安全かつ確実に廃止措置等を実施するための先端的技術開発と人
材育成を加速させ、同発電所の廃炉に貢献する成果を創出

エ・内科05

生態系変動予測手法とと
もに、長期にわたり継続的
に環境影響を監視する技
術開発

世界に先駆けて効率的な
調査技術及び環境監視技
術を確立することによる、
我が国の技術及び手法の
国際標準化

・自律型無人探査機（AUV）の
複数機運用等による1日当た
り調査可能な面積の向上
・遠隔操作型無人探査機
（ROV）の1潜航当たりの作業
効率の向上

・多重音響通信技術（水中で
音響情報を用いて複数同時
に通信する技術）を実証
・約5m先の作業範囲の立体
視認を可能とする音響カメラ・
遠隔操作技術を実証

福島第一原子力発電所の廃止措置終了を目指し、安全確保を最優先に計画的なリスク低減等を通じた廃炉・汚染水対策
の実施

2030 年頃までに、二酸化
炭素と水を原料にプラス
チック原料等基幹化学品
を製造する革新的触媒等
及び有機ケイ素原料・部
材を製造する革新的触媒
等を実用化

 次世代海洋資源探
査技術やこれに係
る通信技術（ＳＩＰを
含む）
【内閣府、総務省、
文部科学省、経済
産業省】

 二酸化炭素と水を
原料にプラスチック
原料等基幹化学品
を製造する革新的
触媒等、並びに砂
から有機ケイ素原
料を直接合成、及
び有機ケイ素原料
から高機能有機ケ
イ素部材を製造す
る革新的触媒等の
開発
 【文部科学省、経
済産業省】 多様な天然炭素資源の活用に資する革新的触媒と創出技術および革新的触媒の科学と創製に係る取組

エ・内科05

・自律型無人探査機（AUV）の
複数機運用等による1日当た
り調査可能な面積、現状の5
倍
・遠隔操作型無人探査機
（ROV）の1潜航当たりの作業
効率、現状の5倍

・自律型無人探査機（ＡＵＶ）1
台目試作、ASV-AUV間の音
響通信機能試験実施
・音響ビデオカメラ試作、3D
全方位表示画像システム開
発着手

競争力のある海洋資源調
査技術（低コスト、高効
率、迅速、安定）を産学官
一体で開発

97



エ・経06

バイオ燃料の各研究開発
（ガソリン代替、軽油及び
ジェット燃料代替）の一体
的・総合的な実施により、
既存流通燃料と価格競争
力のある製造コストを実現
し、事業化を促進

経済産業省

バイオディーゼルの一体
的・先進的な流通システム
や技術課題に取り組む地
域の主体を支援し、バイオ
ディーゼルの供給・生産・
流通量の促進及び安定化

・微細藻類由来の油脂生産
について、達成条件を 8g/㎡
/日とし、屋外大規模培養装
置（1000㎡以上）を用いて実
証
・実験室規模での最適組合せ
の検証
・2020年頃にガソリン、海外
のエタノールと競合を可能に
する要素技術確立

・「微細藻由来バイオ燃料」、
「バイオマス液化に関するバ
イオ燃料」の要素技術を確立
し、生産システム構築および
事業化のシナリオ検討
・パイロットプラントによる検
証
・2020年頃にガソリン、海外
のエタノールと競合を可能に
する要素技術確立

パイロットプラントによる検証
および大型実証試験設備（1
万kL/年）の設計

大型実証試験設備（1万kL/
年）の建設

エ・経19

非可食性バイオマス原料
から機能性及びコストの
両面で競争力のある化学
品を一気通貫で製造する
省エネプロセスを確立

エ・経19

化学産業のみならず、製
紙産業との垂直連携によ
る事業化を目指す体制を
構築

成分分離及び成分利用の要
素技術が、機能性及びコスト
の両面で競争力があるとの
見通し確保

ラボスケールで競争力のある
一貫製造プロセスを検証

機能性及びコストの両面で競
争力のある一貫製造プロセス
をラボスケールで実証

設備コスト及び生産性で競争
力のある一貫製造プロセスを
ベンチスケールで実証

エ・文08

「バイオプロセス」と「ケミカ
ルプロセス」の融合による
シナジー効果により、次世
代に向けた革新的プロダ
クト生産プロセスを創出
し、生体への高親和性を
有する高機能性バイオ製
品や、従来製品ではなし
得ない高耐熱・高強度バ
イオ製品を創製

エ・文08

コスト競争力の強化のた
めには、原料の選択や合
成プロセスの設計などの
段階から、スケールアップ
や歩留まりなどの量産性
を視野に入れた研究開発
に取組

具体的な出口を設定し、バイ
オテクノロジーとケミストリー
の融合により、効率のよいバ
イオマス分解・利用技術や、
微生物や化学触媒を用いた
高効率な製造プロセスの創
出等の革新的な要素技術を
研究開発

バイオテクノロジーとケミスト
リーの融合により、効率のよ
いバイオマス分解・利用技術
や、微生物や化学触媒を用
いた高効率な製造プロセスの
創出等の革新的な要素技術
の研究開発を推進するととも
に、それらを組み合わせた革
新的な一気通貫プロセスを検
討

原料化からプロダクトまでの
一気通貫プロセスによる第一
次プロダクト試作を実施し、抽
出された課題を各チームに
フィードバックし、ボトルネック
解決に向けた研究開発の見
直しを実施

第一次プロダクト試作結果に
基づき、有望な要素技術に絞
り込むとともに、ボトルネック
解決に向けた研究開発

エ・経20

石油由来化学品と比較し
て同等以上の性能で、コ
スト競争力のあるＣＮＦ材
料・化成品の製造技術を
確立

エ・経20

ＣＮＦの計測・評価技術、
安全性評価、標準化を検
討
国際競争力強化のための
標準化戦略の構築

・リグノCNFペレット試料製造
技術を確立
・川下企業とのサンプルワー
クを前提として、ＣＮＦの物性
評価技術を確立

・リグノＣＮＦの成形技術の基
本手法を確立
・川下企業とのサンプルワー
クによる、成形品に係る物性
評価技術を確立

・リグノＣＮＦの成形技術につ
いて、用途に応じたシステム
最適化
・ＣＮＦの具体的な用途（自動
車内装材料、家電材料、建築
材料）に応じた物性評価技術
を確立

リグノＣＮＦの成形技術につい
て、用途に応じたシステム最
適化

エ・農01

農林水産物等を活用して
ナノ構造体を調製し、先進
のナノカーボンとナノ･ナノ
複合化によって石油由来
材料を越える新規機能性
材料を創出

エ・農01

農林産物由来のナノマテ
リアルズに係る国際標準
化に関し主体的に先導で
きる素地を形成

ナノセルロース／ナノカーボ
ン複合化によるゴム部材開発
自動車、一般産業向けの
シール材として、強度、柔軟
性が対現行品の50%以上アッ
プ

・ナノ・ナノ複合による高機能
材料の製品化（ 電気抵抗値
300Ω以下の導電性、強度等
50％向上）
・生成したバイオナノカーボン
を電気二重層キャパシタに応
用し、現行品性能の1.5倍以
上
・木質材料由来のナノ潤滑添
加剤の合成（ラボレベルで
100g/日）

エ・環03

ＣＮＦ等の次世代素材につ
いて、メーカ等と連携し
H32 年以降の早期社会実
装

エ・環03

セルロースナノファイバー
（ＣＮＦ）の国際標準化に
向けた研究開発を進めつ
つマテリアル利用への取
組

・地域独自のＣＮＦ等製品の
ライフサイクル全体のCO2排
出量の把握及び検証
・自動車の軽量化：製品化に
必要な評価項目を整理。開
発すべき部材や部品を特定
し、実際に試作して、温暖化
対策効果検証を実施
・ＣＮＦ製品製造工程の低炭
素化対策の立案

・材料供給から製造に至るス
テークホルダー参画のもと、
事業戦略を立案
・ＣＮＦ複合樹脂等の用途に
ついて試作・性能評価
・ＣＮＦ樹脂複合材の製造段
階、製品成形段階のCO2排
出削減対策の実証
・バイオプラチックによるCO2
削減効果の検証

28年度末に実施する事後評価を踏まえた取組状況や論文
掲載、特許権等の取得状況を把握

 バイオマス資源由
来のバイオ燃料製
造技術、化学品等
生産技術等のバイ
オマス利活用技術
の開発
 【文部科学省、農
林水産省、経済産
業省、環境省】

バイオ燃料について、
2020 年頃の既存流通燃
料と競合可能なセルロー
ス系バイオ燃料の製造技
術を開発、2030 年頃の微
細藻類燃料利用技術本格
的普及

28年度進捗状況を踏まえて検討

 海洋資源調査を支える活動拠点整備、海洋権益の保全等　　　【文部科学省、農林水産省、経済産業省、国土交通省、環境省】 「エ・内科05、エ・文04」

 実用化に際しての推進法制度及び許認可制度等の整備に向けた調査・実証等　　　【経済産業省、環境省】
 技術進歩等の変化に対応した規制緩和、保安基準の検証・見直し並びにこれらの前提となる調査・実証等　　　【総務省、経済産業省、環境省】
取組の内容

「エ・経07、エ・文07、エ・経22」、「エ・経05、エ・経01、エ・環01」、「エ・内科05、
エ・文04」、「エ・経06、エ・経19、エ・文08、エ・経20、エ・農01、エ・環03」

「エ・文03、エ・文02、エ・文01、エ・経24」
「エ・経08」、「エ・経05、エ・経01、エ・環01」、「エ・内科05、エ・文04」
「エ・経08」、「エ・経22」
「エ・経08」、「エ・経22」

（５）社会実装
に向けた主な

取組
 国際競争力強化に係る技術基準、認証システム等の国際標準化の推進　　　【総務省、経済産業省】

 原子力施設に係る規制の厳正かつ適切な実施　　　【環境省】
 再生可能エネルギーシステム設置・保安等に関する環境及び規制・制度の整備並びに環境影響評価手法の確立、運用の最適化　　　【経済産業省、環境省】

施策番号

（２）クリーンな
エネルギー供
給の安定化と
低コスト化（ＳＩＰ
含む）
【内閣官房、内
閣府、総務省、
文部科学省、
農林水産省、
経済産業省、
国土交通省、
環境省】
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平成28年度アクションプラン対象施策に基づく関連表

Ⅰ．クリーンで経済的なエネルギーシステムの実現

ⅰ）エネルギーバリューチェーンの最適化

（３）新規技術によるエネルギー利用効率の向上と消費の削減

今年度の検証
可能な達成目標

３年間の検証可能な達成目標
総合戦略2015の
記載内容

重点的取組 ①取組の内容
施策
番号

施策内容 施策番号 施策内容 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
②2020年までの
成果目標

エ・内科02

パワーエレクトロニクスの
性能向上と適用用途や普
及の拡大を図り、一層の
省エネルギー化の促進と
産業競争力の強化

エ・内科02

将来の普及拡大が見込ま
れる技術分野を見極める
ための出口戦略（ロ―ド
マップ策定、標準化等）を
経産省と連携して検討

・SiC-PiNダイオード耐圧20kV
実証
・HV用インバータモジュール1
次試作完了
・GaN低欠陥ウェハ< 104cm-
2＠m面、2インチ

・素子構造設計、プロセス技
術開発、pnダイオード通電劣
化現象メカニズム解明・対策
（SiC-IGBT耐圧20kV実証）
・インバータモジュールの低
損失化設計、回路トポロジー
策定、5kWモータ試作
・HV用インバータモータ動作
実証

・HV搭載試験用モジュール試
作完了
・6.6kV系統連系用SiC電力変
換器基本動作検証
・HVDC向けSiCマルチレベル
変換器セル動作検証

・SiC-IGBT,ダイオード Si比損
失1/2実証
・EV用インホイルモータ 40kW
動作実証
・HV用インバータ 損失1/2、
体制1/5

エ・経04

SiC等新材料の基盤的技
術の早期実用化と引き続
いて競争力強化を同時に
達成

エ・経04
2020年までに研究開発成
果による事業を立上げ

・6.5kVパワーモジュールの主
回路の設計完了
・次世代パワーモジュールの
試作品を完成
・小型高温SiCパワーモ
ジュール試作品の動作確認
・新材料パワーデバイスを用
いたインバータ等の材料、設
計技術、実装技術等を開発

・試作するSiC-MOSFETの耐
圧が6.5kV以上
・試作する次世代モジュール
において製品コスト30%減の
目途付け
・従来比PCU部の損失が1/3
以下の電動システム
・試作するSi-IGBTの耐圧が
1,000V以上

エ・環02

パワー・光デバイスを極め
て品質の高いGaN(窒化ガ
リウム)基板を用いて高効
率化し、徹底したエネル
ギー消費量の削減を実現
する技術開発及び実証

エ・環02

GaNの最高品質の基板を
開発、大型化。また、これ
を用いて最も高性能な光
デバイス、パワーデバイス
を開発。さらに、これを電
気機器に搭載し、実証を
実施。実用化により、社会
全体の大幅なエネルギー
消費削減を実現

口径4インチの低転位密度、
高品質のGaN基板を開発す
るとともに、口径6インチを試
作し、それを活用した高耐圧
GaNパワーデバイス及び1A
電流時に350lm（100lm/W）以
上、現状の最高効率から更
に35%効率改善を可能とする
GaN光デバイスを作製し、一
部電子機器等への搭載・検
証

・高品質、大口径GaN基板開
発
・高耐圧のGaNパワーデバイ
スの作製
・高電流領域（1A）製品にお
いて1A電流時に
350lm(100lm/W)以上、現状
の最高効率から更に35%効率
改善を実現するGaN光デバイ
ス作製
・パワコン、サーバ、動力モー
ター等の電気機器への実装、
実機評価
・各種照明器具への実装、省
CO2効果の検証
・低コスト化、量産化手法検
討

文部科学省

総合戦略2015の記載内容 各省事業・施策
各省事業・施策
（社会実装）

 車や電車、電力送
電網向けパワーエ
レクトロニクスの開
発・実証（ＳＩＰを含
む）
【内閣府、文部科学
省、経済産業省、環
境省】

将来の省エネルギー社会の実現に資するため、電力消費の大幅な効率化を可能とする窒化ガリウム等を活用した革新的電子デバイスの実現に向け、理論・シミュレーションも活用した材料創
製からデバイス化・システム応用まで、基礎基盤研究を中心に次世代半導体の革新的な研究開発を拠点を構築して推進

＜H28年度終了予定＞

中間評価の結果により決定（３）新規技術
によるエネル
ギー利用効率
の向上と消費
の削減（ＳＩＰ含
む）
【内閣府、総務
省、文部科学
省、経済産業
省、国土交通
省、環境省】

○次世代パワーエレクトロ
ニクスの実現
・ ＳｉＣ、ＧａＮ等の新材料
を用いた次世代パワーエ
レクトロニクスの本格的事
業化
と大会等で省エネルギー
技術を世界に発信
・ 2022 年までに希少元素
を用いない高性能新規磁
石を用いた省エネルギー
型モーター
の実用化

99



エ・文05

2016年までに20nm以下の
極微細不揮発性素子基盤
技術を開発するとともに、
不揮発性素子等を利用し
た耐災害半導体基盤技術
を確立し、デバイスの超低
電力化を実現

エ・文05
技術開発したものから製
品化を前提にした実証研
究を実施

H26年度までに収取した素子
寸法が20nm以下のスピントロ
ニクス材料・素子の耐災害性
や高速性などの基礎データ
や改善した基盤技術を用い、
実験的に検証を重ね、最終
年度の目標達成に向けた道
筋の明確化

・素子寸法が20nm以下の耐
災害性スピントロニクス材料・
素子技術の確立
・将来的な技術開発および利
用法の方向性の提示

エ・総02

オール光ネットワークの実
現に向けた研究開発の実
施
将来に渡るトラヒック増大
に対応するためには、継
続的な高速大容量化・低
消費電力化に取り組む必
要があるため、短中期的
及び長期的な研究開発を
実施

エ・総02

世界最高レベルの毎秒１
テラビット級の高速大容量
伝送技術を2017年頃まで
に確立し、通信機器メー
カーが製品開発を行い、
2019年頃の国際標準化・
市場展開を推進

・光パケット・光パス統合ネッ
トワークのアーキテクチャを
確立し、テストベッドにおいて
実証
・400Gbps 伝送技術の実用
化を推進
・１ Tbps 伝送技術の開発を
推進

・１端子あたり10Tbps級のス
イッチングを低消費電力で実
現するために必要な要素技
術を開発
・400Gbps伝送製品の市場展
開を推進
・１Tbps伝送技術の開発を推
進

・１端子あたり50Tbps級のス
イッチング基盤技術を確立
・1Tbps伝送技術を確立

・１端子あたり50Tbps級のス
イッチングを低消費電力で実
現するために必要な要素技
術を開発
・1Tbps伝送技術の実用化を
推進

エ・総04

超高周波領域の基盤技術
の開発を行い、H32年まで
にその利用技術を確立
高速大容量無線等に利用
可能なテラヘルツ波デバ
イス基盤技術をH30年まで
に確立

エ・総04

当該周波数帯の有効活用
のため、国際的な電波利
用に関する働きかけを行
いながら、電波関係の国
内の諸制度を整備
コンソーシアムによる海外
の技術動向、市場調査等
を活用し、研究開発段階
から戦略的に国際標準化
に取り組み、省内及び関
係省庁と連携して、製品
化後に国外の通信事業者
に製品が採用されるよう
促進

・Ga2O3中の飽和電子速度等
の基本物性についての知見
の集約
・GaNトランジスタにて自立基
板（GaN基板）での製造を実
現
・300GHz無線通信実験で
20Gbpsを実現、300GHz 帯
CMOSトランシーバの試作、
特性評価を実施
・真空管用高周波回路の部
分品の試作を実施

・高周波無線用途微細ゲート
Ga2O3トランジスタの一次試
作、Ga2O3デバイスの耐環境
デバイスとしての可能性の探
索
・GaNトランジスタのダブルヘ
テロ構造化とモノリシック集積
回路（MMICT）化に向けた要
素技術の確立
・300GHz帯CMOSトランシー
バで25Gbps伝送のための要
素技術を確立
・真空管増幅器の高周波部
分で20dB以上の利得を実現

・高周波無線用途微細ゲート
Ga2O3トランジスタの二、三次
試作、Ga2O3極限、耐環境デ
バイスの一次試作
・GaNトランジスタのエッチン
グゲート技術検討開始と、ミリ
波・テラヘルツ波帯における
高出力増幅器設計技術の確
立
・300GHz帯CMOSトランシー
バの受信波形で25Gbps伝送
が可能な性能があることを確
認
・真空管増幅器を用いた
20Gbps、数10mの伝送を実現

・高周波無線用途微細ゲート
Ga2O3トランジスタの四、五次
試作、Ga2O3極限、耐環境デ
バイスの二、三次試作
・GaNトランジスタを用いた高
出力増幅器の作製
・300GHz帯CMOSトランシー
バで40～100Gbps伝送が可
能な性能であることを確認

エ・経09

国内外の開発動向や市場
状況、制度改革（特に欧
州）を踏まえたベンチマー
ク調査を定期的に実施す
ることで、本プロジェクトの
目標値・マイルストーンを
最適化し、プロジェクト終
了後の事業化まで見据え
て事業を実施

交・経01

自動走行システムの持つ
べきセンサ機能と検出した
データをダイナミックマップ
にフィードバックし、社会実
装に資する情報を共有

エ・経10

電子回路と光回路をハイ
ブリッド集積した、光電子
ハイブリッド回路技術、そ
れを応用したデバイス集
積・実用化技術の開発
データセンタを構成する
ルータ、サーバ等の筐体
間を接続する中距離超高
速通信インターフェースを
小型、省電力、低コスト化

エ・経10
光インターコネクト関係な
どの国際標準化の推進

光電子集積サーバに用いる
大規模光集積回路の実現に
向けた要素デバイスの高度
化と大規模光集積回路技
術、要素技術の開発を本格
化

光Ｉ／Ｏ付ＬＳＩ基板の設計と
試作
・小型光電子変換チップを実
装した光Ｉ／Ｏ付ＬＳＩ基板の基
本設計・試作に着手

光Ｉ／Ｏ付ＬＳＩ基板の動作実
証
・小型光電子変換チップを実
装した光Ｉ／Ｏ付ＬＳＩ基板を用
いた光インターコネクト動作を
実証

光電子集積サーバの実現に
向けた要素技術の深化
・光電子集積サーバの実現に
向けた、光Ｉ／Ｏ付回路の仕
様の具体化と動作実証

 革新的電子デバイ
スの開発
 【総務省、文部科
学省、経済産業省】

既存技術では実現困難な
処理速度・低消費電力特
性を実現するための三次
元積層回路技術の開発
自動走行システムを実現
する車載用障害物センシ
ングデバイスや、多くの車
からもたらされる周辺情報
を高速処理・分析する
サーバ用高効率プロセッ
サの開発と多様な用途へ
の展開

エ・経09 ＜H29年度終了予定＞

各種課題解決のための技術
をまとめ、成果の実用化
・車載用障害物センシングデ
バイスの車載実地評価を踏
まえた改善
・障害物検知・危険認識プロ
セッサの車載実地評価を踏ま
えた改善
・高効率サーバ用プロセッサ
のサーバシステムへの搭載
実地評価を踏まえた改善

システムレベルでの検証等に
よる課題の抽出
・車載用障害物センシングデ
バイスの車載実地評価
・障害物検知・危険t認識プロ
セッサの車載実地評価
・高効率サーバ用プロセッサ
のサーバシステムへの搭載
評価

モジュールレベルでの検証等
による課題の抽出

＜H28年度終了予定＞

○革新的電子デバイスに
よるエネルギー効率向上
及びエネルギー消費の削
減
・ ＬＳＩの超低消費電力化
を実現
・ ＬＳＩの三次元実装技術
の実用化
・ 光電子ハイブリッドＬＳＩ
の実用化
・ 超高速・低消費電力光
通信用デバイスの実用化

（３）新規技術
によるエネル
ギー利用効率
の向上と消費
の削減（ＳＩＰ含
む）
【内閣府、総務
省、文部科学
省、経済産業
省、国土交通
省、環境省】
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エ・内科03

強く、軽く、熱に耐える革
新材料を開発し、輸送機
器，発電等産業機器への
実機適用

エ・内科03

知財委員会の設置（JST
内）、国際標準化委員会
の設置、マテリアルズイン
テグレーション関係府省協
議会の設置

・航空機向けCFRPにおいて、
オートクレーブ法比85%の力
学特性を実現
・1500トン級大型精密鍛造シ
ミュレーターの製作・設置
・1400℃の酸素・水蒸気下に
おいて耐環境セラミックスコー
ティング構造の提案
・高強度鋼の疲労・クリープ・
水素脆化・脆性破壊を予測す
る各計算モジュール作製

・オートクレーブ法と同等な力
学特性を実現
・1500トン級大型精密鍛造シ
ミュレーターの運用を開始し、
プロセス基礎データ取得
・1400℃の酸素・水蒸気下に
おいて最適なコーティング構
造を確定
・統合システムのプロトタイプ
完成

・3m長尺模擬構造部材の試
作
・高精度予測モデル構築に必
要な材料データベースの取得
・最適コーティング構造の形
成プロセス最適化
・統合システムのプロトタイプ
の予測の高精度化及び新規
モジュール作成

・3m長尺模擬構造部材で、
オートクレーブ法と同等な力
学特性を実現
・航空機用Ｎｉ合金及びＴｉ合金
の性能予測値が実プレス鋳
造と一致することを検証
・1400℃の過酷環境に耐える
性能を有することを高温加湿
環境及び燃焼ガス曝露試験
で実証
・マテリアルズインテグレー
ションシステムの完成

エ・経02

輸送機器の抜本的な軽量
化（自動車の場合は半減）
を達成できる技術開発

エ・経02
日本版・バイドールの考え
方に基づいた運用

・アルミ：強度660MPa、伸び
12%
・革新鋼板：レアメタル添加量
を極力削減し、引張強度
1.2GPa以上　　伸び15％以上
の鋼板開発
・接合技術：母材強度の70％
の継手強度

・アルミ：強度680MPa、伸び
12%
・革新鋼板：レアメタル添加量
を極力削減し、引張強度
1.5GPa以上、伸び20％以上
の鋼板開発に向けた各種検
討
・接合技術：母材強度の90％
の継手強度達成に向けての
開発方針検討

・アルミ：強度750MPa、伸び
12%
・革新鋼板：レアメタル添加量
を極力削減し、引張強度
1.2GPa以上、伸び20％以上
の鋼板開発
・接合技術：母材強度の90％
の継手強度

第3期（H30年）以降の研究開
発項目及び目標は、第2期の
最終年度（H29年度）に、ス
テージゲートを経て策定予定

エ・文06
低燃費・低環境負荷に係
る高効率航空機の技術開
発

エ・文06
技術基準策定に向け、
ICAOの環境WGへの参画

①エンジン技術
ファン・タービン高効率軽量化
やスーパーコアエンジンにつ
いて、モデル改修や性能解析
等を実施とエンジン地上実証
設備の整備
②機体技術
離着陸時の機体低騒音化
や、軽量複合材構造設計に
よる主翼高度化、機体の抵抗
低減化について、実験用航空
機の改造改修や計測改良、
要素設計等を実施

①エンジン技術
・高効率軽量ファン・タービン
技術について、基礎データに
基づいて供試体の設計製作
・スーパーコアエンジン技術
について、要素技術実証
②機体技術
・高揚力装置及び主脚の騒
音低減技術：飛行実証及び
低騒音化設計等を実施
・高ひずみ軽量複合材構造
設計技術や機体抵抗低減技
術について、供試体製作等実
施

①エンジン技術
・ファンおよび低圧タービンの
供試体を用いた要素技術実
証試験を実施
・スーパーコアエンジン技術
について、要素技術実証等を
完了
②機体技術
・飛行実証及び低騒音化設
計等を実施
・軽量化設計や評価試験等を
実施

①エンジン技術
・エンジン地上実証設備によ
る実証試験
・スーパーコアエンジン技術
について、システム実証
・エンジン地上実証設備の整
備
②機体技術
・飛行実証を受けた設計技術
検証や低騒音化設計等を実
施
・軽量化設計や評価試験等を
実施

エ・環03

ＣＮＦ等の次世代素材につ
いて、メーカ等と連携し
H32 年以降の早期社会実
装

エ・環03

セルロースナノファイバー
（ＣＮＦ）の国際標準化に
向けた研究開発を進めつ
つマテリアル利用への取
組を推進

・地域独自のＣＮＦ等製品の
ライフサイクル全体のCO2排
出量の把握及び検証
・ 自動車の軽量化：製品化に
必要な評価項目を整理、開
発すべき部材や部品を特定・
試作し、温暖化対策効果検
証を実施
・ＣＮＦ製品製造工程の低炭
素化対策の立案

・材料供給から製造に至るス
テークホルダー参画のもと、
事業戦略を立案
・ＣＮＦ複合樹脂等の用途に
ついて試作・性能評価
・ＣＮＦ樹脂複合材の製造段
階、製品成形段階のCO2排
出削減対策の実証
・バイオプラチックによるCO2
削減効果の検証

エ・文09

基礎原理を科学的に深掘
りすることにより、次世代
の新材料開発を実施
○元素戦略プロジェクト
〈研究拠点形成型〉
○NIMS構造材料研究拠
点

エ・文09

各材料領域に関連する学
会及び産業界を代表する
有識者から構成される元
素戦略運営統括会議の設
置

①元素戦略プロジェクト
結晶粒のナノ化による金属材
料の変形挙動の変化を活用
した材料創製のための研究
開発
②NIMS構造材料研究拠点
研究の推進と産学官・異分野
融合型共同研究の推進

①元素戦略プロジェクト
・TI材料、Al材料、Mg材料：強
度・延性バランスの向上検討
・結晶粒のナノ化に伴う破壊
モードの違いを明確化
②NIMS構造材料研究拠点
・輸送機器の高効率化に貢
献する新規合金材料の開発
・高温で大きな形状記憶効果
を発現するための指導原理
導出
・自己修復材料の研究開発
・耐熱・耐酸化性に優れた合
金および表面改質技術を総
合的に開発

①元素戦略プロジェクト
・H28年度施策の継続
②NIMS構造材料研究拠点
・H28年度施策の継続
・上記材料の基礎データをも
とに、プロセス、組織、特性を
時間変化とともに錬成するデ
ザインインテクレーション技術
を構築

①元素戦略プロジェクト
・昨年度までの研究成果を踏
まえ、課題抽出、実施
②NIMS構造材料研究拠点
・昨年度までの研究成果を踏
まえ、実用性の実証、企業と
の連携を推進して実用化に
向けた課題抽出、実施

○革新的構造材料による
エネルギー効率向上及び
エネルギー消費の削減
・ 構造材料の飛躍的な軽
量化・長寿命化による輸
送機器（自動車・航空機
等）等のエネ
ルギー利用効率向上
・ 新材料特性評価技術の
確立と標準化
・ 構造材料データベース
運用システムの構築と実
用化

28年度進捗状況を踏まえて検討

 車、航空機などの
輸送機器向け革新
的構造材料の開発
（ＳＩＰを含む）
【内閣府、文部科学
省、経済産業省、環
境省】

（３）新規技術
によるエネル
ギー利用効率
の向上と消費
の削減（ＳＩＰ含
む）
【内閣府、総務
省、文部科学
省、経済産業
省、国土交通
省、環境省】
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エ・経13

高性能磁石材料および低
損失軟磁性材料を開発
し、それら新規材料の性
能を最大化するモーター
設計指針の策定

エ・経13

事業戦略と一体となった
国際標準化を進め、諸外
国に先んじて国際標準を
獲得するため、特に車載
（自動車）に特化したモー
ターに使用する磁石の「磁
力の測定法」やモード燃費
を意識した「モーターの測
定法」についての調査研
究を実施

①現在のDy含有ネオジム焼
結磁石について
・最大エネルギー積32MGOe
の達成、高Br化
・180℃で2倍の最大エネル
ギー積（50MGOe）を持つ窒化
鉄ナノ粒子造粒作製技術開
発
②高性能軟磁性材料の開発
Fe基ナノ結晶軟磁性材料の
超急冷粉末の安定製造条件
確立
③高効率モーターの試作・評
価によるエネルギー損失25%
削減の見通し取得

①現在のDy含有ネオジム焼
結磁石について
・最大エネルギー積
（38MGOe）を持つDｙフリーネ
オジム磁石の製造技術の確
立
・180℃で2倍の最大エネル
ギー積を持つ安定供給可能
な元素を用いた高性能新磁
石群の基本材料設計指針の
提示
②高性能軟磁性材料の開発
・Fe基ナノ結晶軟磁性材料の
実用化製造技術確立
・モーター試作による省エネ
化実証

エ・文10

現在の最高性能を有する
希土類（レアアース）永久
磁石と同等の性能を有す
る磁石を、希少元素を用
いることなく開発

エ・文10
知財に関してJSTの知財
POと連携

Dy 8wt %含有磁石相当の保
磁力を、Dyフリー磁石で実現

・Dy 8wt %含有磁石相当の保
磁力を、Dyフリー磁石で実現
・NdFe12Nの磁石化の可能性
見極め

・Dyフリー磁石ラボ試料の実
用化方策の立案
・NdFe12N磁石化

・Dyフリー磁石ラボ試料の実
用化に向けた研究の展開
・NdFe12N磁石の特性向上

総務省

経済産業省

国土交通省

環境省

エ・経11

薄型・軽量・柔軟・耐衝撃
性・大面積などの特徴を
有したエレクトロニクス素
子・回路の製造プロセスを
確立し、その素子・回路を
利用した省エネ型電子デ
バイスの製造プロセスの
確立

エ・経11

本技術を利用した省エネ
型電子デバイスの製造プ
ロセスを確立し、用途拡大
による403万tCO2の省エ
ネに貢献（2030年）

・要素技術の集積による連続
印刷プロセス開発
（生産ﾀｸﾄ≦90秒/m2）
・高性能フレキシブルデバイ
スの製造実証

フィルム搬送型設備にて連続
印刷プロセス開発
（生産ﾀｸﾄ≦180秒/m2）

フィルム搬送型設備にて連続
印刷プロセス開発
（生産ﾀｸﾄ≦90秒/m2）

フィルム搬送型設備にて連続
印刷プロセス開発
（生産ﾀｸﾄ≦45秒/m2）

エ・経17

製鉄プロセスにおける
CO2排出量の約１割を削
減、高炉から発生する
CO2の分離・回収技術に
よるCO2排出量の約2割
削減し、抜本的削減技術
を開発

エ・経17

未利用排熱活用技術、水
素還元による高炉内省エ
ネルギーの実現、CCS技
術の確立

・試験高炉(10m3規模)の建設
完了
・実証炉の基本仕様提案に
向けた検証試験のための設
備の試運転を開始

試験高炉(10m3規模)操業に
よる各種検証を実施

・試験高炉(10m3規模)操業に
よる各種検証を実施
・実証炉に向けた基本仕様策
定

＜H29年度終了予定＞

エ・内科01

内燃機関の熱効率を世界
のトレンドに先駆けて最大
50%以上へ飛躍的に向上
させる研究を、欧米に対
抗できる産学官の基盤研
究体制の構築により推進

エ・内科01
成果の社会還元のため、
産学双方にメリットがある
知財ポリシーを策定予定

・燃焼計測・解析、メカニズム
解明、サブモデル構築
・機器設備導入、実機設計・
導入

・最大熱効率50％に向けた物
理モデル、要素技術の効果
の確認と組み合わせコンセプ
トの構築
・実機の導入・充実、実証に
向けた設備の高度化

・物理モデル、要素技術の効
果の確認と組み合わせコンセ
プトの検証
・実機の導入・充実、実証に
向けた設備の高度化

実機・多気筒実証、モデル最
適化・汎用化

エ・経15

2030年における車両走行
中のCO2排出量を2010年
比で40%削減、2020年にお
ける CDV 販売台数を、国
内新車販売の5％を目標
とした研究開発

エ・経15

研究成果がより確実に製
品化につながるよう、部品
供給企業も含む研究体制
を専門家の意見も踏まえ
て検討
産学双方のより積極的な
参加を促すため、学術的
価値も踏まえた評価指標
やその運用手法を検討

DPFのすす堆積メカニズムお
よびEGRデポジット生成メカニ
ズム等の解明

DPF数値シミュレーションモデ
ル開発、EGRデポジット生成
メカニズム、触媒反応モデル
開発の完了

国土交通省

＜H28年度終了予定＞

○革新的燃焼技術の確立
と二酸化炭素排出量の低
減
・ 2020 年頃までに最大熱
効率の飛躍的向上に資す
る要素技術を確立（内燃
機関で最大熱効率50％以
上）
・ クリーンディーゼル車の
二酸化炭素排出量を
2020 年に30％低減、2030
年に40％低減（2010 年
比）
・ 新車販売に占める次世
代自動車10の割合を2020
年に２～５割、2030 年に５
～７割を達成

○革新的省エネルギー生
産プロセス技術の開発
・ 2030 年頃までに環境調
和型製鉄プロセス技術の
確立と実用化
・ エレクトロニクス製造プ
ロセスの省エネ化技術の
確立と実用化
・ 化学品製造プロセスの
省エネ化技術の確立と実
用化

○住宅、ビル、地域におけ
るエネルギー利用の高度
化
・ 2020 年までに標準的な
新築住宅で、2030 年まで
に新築住宅の平均でＺＥＨ
を実現
・ 2020 年までに新築公共
建築物等で、2030 年まで
に新築建築物の平均でＺ
ＥＢを実現

系統からの電力供給の停止にも対応できるよう、住宅や公共施設間による発電・蓄電に加えて、コミュニティ間で融通し合えるシステムを実現するための、実証試験等の取組

ZEH、ZEBの実現をめざし、住宅、建築物の環境対策、長寿命化対策、安全対策等に対応するため、技術開発を推進するとともに、基準や制度を普及促進し、産業の展開を総合的に推進

スマートコミュニティの実現に向けた実証、普及促進と、国際競争力強化のための国際標準化を推進

 内燃機関の熱効率
向上のための革新
的燃焼技術の開発
（ＳＩＰを含む）
【内閣府、経済産業
省、国土交通省】

 工場・プラント等生
産プロセスにおける
エネルギー利用効
率向上技術の開発
【経済産業省】

（３）新規技術
によるエネル
ギー利用効率
の向上と消費
の削減（ＳＩＰ含
む）
【内閣府、総務
省、文部科学
省、経済産業
省、国土交通
省、環境省】

28年度進捗状況を踏まえて検討 希少元素の代替・
使用量の削減、エ
ネルギー消費削減
のための機能性材
料の開発
【文部科学省、経済
産業省】

○革新的構造材料による
エネルギー効率向上及び
エネルギー消費の削減
・ 構造材料の飛躍的な軽
量化・長寿命化による輸
送機器（自動車・航空機
等）等のエネ
ルギー利用効率向上
・ 新材料特性評価技術の
確立と標準化
・ 構造材料データベース
運用システムの構築と実
用化

 スマートコミュニ
ティの構築・実現に
向けた技術等のエ
ネルギーマネジメン
トシステム技術の実
証
 【総務省、経済産
業省、国土交通省、
環境省】

スマートグリッド等、先進的なICT分野において、コアとなる通信規格を含めたシステム等の実証実験を踏まえた国際標準化に関する取組

実用性の向上（技術的改良等）及び基準整備に資するため、高効率次世代ディーゼルエンジン、LNG車のボイルオフガス対策、実走行時の燃費向上・排出ガス対策について、自動車メーカー
等と連携して、シミュレーション評価や実証試験等を実施
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「エ・文05、エ・総02、エ・総04、エ・経09、エ・経10」、「エ・内科03、エ・経02、
エ・文06、エ・環03、エ・文09」、「エ・経13、エ・文10」

 エネルギー、環境等マネジメント国際規格等の適用拡大・推進　　　【経済産業省、環境省】 「エ・内科03、エ・経02、エ・文06、エ・環03、エ・文09」

（５）社会実装
に向けた主な

取組

  トップランナー制度による省エネルギーの推進　　　【経済産業省、国土交通省】
取組の内容

 国際競争力強化に係る技術基準、認証システム等の国際標準化の推進　　　【総務省、経済産業省】

「エ・内科01、エ・経15」
施策番号
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平成28年度アクションプラン対象施策に基づく関連表

Ⅰ．クリーンで経済的なエネルギーシステムの実現

ⅰ）エネルギーバリューチェーンの最適化

（４）水素社会の実現に向けた新規技術や蓄電池の活用等によるエネルギー利用の安定化

今年度の検証
可能な達成目標

３年間の検証可能な達成目標
総合戦略2015の
記載内容

重点的取組 ①取組の内容
施策
番号

施策内容 施策番号 施策内容 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
②2020年までの
成果目標

エ・内科04

2030年ごろまでに水素が
社会に導入される条件の
明確化および導入シナリ
オの策定
水素利用技術を俯瞰した
水素バリューチェーンとし
て、各省庁の関連施策と
相互補完的な技術開発を
実施

エ・内科04

エネルギーキャリアの安
全性評価では、水素シス
テムの社会実装に向けた
工学的リスク評価、社会リ
スク評価等を実施

・液化水素用のローディング
システムの開発・ルール整備
・アンモニア直接燃焼マイクロ
タービンのモデル実証
・有機ハイドライドを用いた脱
水素・精製システムのプロトタ
イプシステム（10Nm3/h）

・液化水素用のローディング
システムの開発・ルール整備
・スケールアップ化したアンモ
ニア直接燃焼タービンの製作
・有機ハイドライドを用いた脱
水素・精製システムの大型試
作機（300Nm3/h）の製作・評
価試験

・液化水素用のローディング
システムの開発・ルール整備
・スケールアップ化したアンモ
ニア直接燃焼タービンの評価
試験
・有機ハイドライドを用いた脱
水素・精製システムの商用プ
ロト機（300Nm3/h）の製作・評
価試験

・液化水素用のローディング
システムの開発・ルール整備
・アンモニア直接燃焼タービン
・有機ハイドライドを用いた脱
水素・精製システムの商用プ
ロト機（300Nm3/h）の安全性
検証

エ・経03

アルカリ水電解法等によ
る水素製造の低コスト化・
高効率化に関する技術開
発、ならびに低コストで水
素を長距離輸送するため
のエネルギーキャリア技
術の開発等を実施

エ・経03

水素システムの社会実装
に向けた、製造・貯蔵・輸
送等の技術開発、トータル
システム導入シナリオ調
査研究に基づく、水素シス
テム普及のために必要な
水素インフラ等の法整備、
標準化、技術についての
課題抽出等を実施

・アルカリ水電解電圧1.8Vに
おいて電流密度0.6A/cm2以
上を達成
・高温水蒸気電解の電解電
圧 1.3Vで電流密度
0.5A/cm2以上を達成
・水素液化容量1t/日、液化
効率20%以上のシステムを開
発
・水素エネルギー導入シナリ
オ策定

・アルカリ水電解電圧1.8Vに
おいて電流密度0.6A/cm2以
上を達成、耐久性を向上
・高温水蒸気電解の電解電
圧 1.3Vで電流密度0.5A/cm2
以上を達成、耐久性を向上
・水素液化容量5～10t/日に
おいて液化効率25%以上の液
化システムを開発
・水素エネルギー導入シナリ
オを精緻化

・アルカリ水電解の大量生産
時の水電解装置コスト20万円
/Nm3/h、電力変換装置コスト
6万円/Nm3/h以下の技術確
立
・高温水蒸気電解の電解電
圧1.3V以下で電圧上昇率
0.5％以下の技術確立
・水素液化容量5～10t/日で
液化効率25％以上、ボイルオ
フ水素発生率0.1%/日の液化
システムを開発

本事業の第1期（H29年度）終
了時に達成状況を踏まえ、研
究開発計画を再検討

エ・文11

自然エネルギーと中性の
水のみから低コストかつア
ルカリ水分解触媒の７０％
程度の効率で水素を創出
する技術を開発、省資源
省エネ型の常温・常圧の
アンモニア合成触媒を開
発

エ・文11

エネルギーキャリア等の
安全基準の策定や、水素
社会の実現に向けた国民
的コンセンサスの形成等
を踏まえた、研究開発の
推進

・窒素活性化機構の解明
・普遍金属による水分解機構
の解明

・インプットした窒素をアンモ
ニアとして95%以上回収できる
反応を実現
・中性水分解をアルカリ水分
解触媒の60%の効率で達成で
きる低コストの補助物質を同
定

・アンモニア合成効率の向上
・中性の水を分解する触媒開
発

・アンモニア合成プロセスの
検証
・水分解触媒の工業プロセス
への導入に向けた検証

エ・環04

・関西空港において、前年度
製作した燃料電池フォークリ
フト実証を開始
・燃料電池ゴミ収集車の基本
設計及び製造
・再生可能エネルギー由来の
水素ステーションについて、
70MPa高圧水電解スタックを
適用した水素供給システムを
製作

高い環境性能と経済性を両
立する燃料電池フォークリフ
トの実用化モデルを開発し、
事業終了後の早期の実用化
推進

70MPa燃料電池自動車に対
応可能な再生可能エネル
ギー由来のオンサイト型小型
水素ステーションの技術を確
立させ、事業終了後の早期
の実用化推進

再生可能エネルギー等を活
用した水素サプライチェーン
を実証し、H31年度において
低炭素な水素サプライチェー
ンのモデルを確立

エ・国01

・国内外事例調査・文献整理
（２件以上）
・基礎実験の完了
（基礎実験３種以上）
・実船試験計画の立案
（１案以上）

実船試験の実施
（１件以上）

水素燃料電池船の安全ガイ
ドラインの策定（１冊）

＜H29年度終了予定＞

総合戦略2015の記載内容 各省事業・施策
各省事業・施策
（社会実装）

 水素・エネルギー
キャリアの製造・貯
蔵・輸送・利用技術
等のエネルギー
キャリアに係る開
発・実証（ＳＩＰ及び
大会プロジェクト⑤
を含む)
【内閣府、文部科学
省、経済産業省、国
土交通省、環境省】

○水素インフラの普及、整
備
・ エネルギーキャリアの大
会での実用化
・ 水素インフラの整備
・ 水素ステーションの低コ
スト化
・ 安全性評価技術の確立

水素技術の開発・実証、さらに、それらの技術や再生可能エネル
ギー等を活用した低炭素な水素サプライチェーンの実証を実施し、
水素を活用した地球温暖化対策への貢献

今年度より3ヶ年かけて、基礎実験及び実船試験等を実施することに
より、「水素燃料電池船の安全ガイドライン」を策定

（４）水素社会
の実現に向け
た新規技術や
蓄電池の活用
等によるエネル
ギー利用の安
定化
（ＳＩＰ及び大会
プロジェクト⑤
を含む）
【内閣府、文部
科学省、経済
産業省、国土
交通省、環境
省】

104



エ・経16

EV、PHVの航続距離の大
幅向上に向けキーテクノ
ロジーとなる車載用蓄電
池の性能向上・コスト低
減、さらには革新型蓄電
池の2030年車載・実用化

エ・経16

車載用蓄電池について、
本事業の成果を活用した
電池が実際に市場で受け
入れられるものとなるよ
う、特に安全性や寿命等
の分野において自動車や
電池関連の企業・業界団
体とも連携した国際標準
化活動を積極的に展開

各個別事業は複数年事業の
ため、最終年度での目標達
成へ向け継続

・2020年以降にエネルギー密
度（250Wh/kg）や出力密度
（1,500Wh/kg）の蓄電池開発
・各個別事業は最終年度での
目標達成へ向け継続

エ・文13

従来のリチウムイオン電
池の性能を大幅に上回る
ポストリチウムイオン電池
の研究開発等を実施する
とともに、NIMSの知見・ノ
ウハウを活かした先端的
材料開発

エ・文13

研究進捗に応じて、経済
産業省事業に成果を橋渡
しすることとしており、個別
の要素技術の研究開発に
とどまらず、材料の選択や
蓄電池システムとしての最
適化を含め、一体となって
研究を推進

・要素技術の基礎的検討（次
世代蓄電池研究加速プロジェ
クト）
・蓄電池開発を支える先端的
材料開発

・要素技術の有効性の確認
（次世代蓄電池研究加速プロ
ジェクト）
・蓄電池開発を支える先端的
材料開発

・要素技術開発および電池作
製プロセスの最適化検討（次
世代蓄電池研究加速プロジェ
クト）
・蓄電池開発を支える先端的
材料開発

・要素技術開発および電池作
成プロセスの最適化検討（次
世代蓄電池研究加速プロジェ
クト）
・蓄電池開発を支える先端的
材料開発

エ・経21

我が国の蓄電池の競争優
位性を維持・強化するた
め、先進リチウムイオン電
池及び革新電池に用いら
れる新規材料について、
初期特性、保存・サイクル
劣化等の寿命特性、安全
性・信頼性を評価する技
術を開発

エ・経21

材料メーカーとセットメー
カーのすり合わせ期間の
短縮化、開発コストの大幅
な低減、アカデミアから産
業界への研究成果の橋渡
し等を促進することで、化
学メーカーの提案力や産
業競争力の強化を企図

・先進リチウムイオン電池材
料評価技術の開発
・全固体電池材料評価のため
の標準電池の試作方法等基
礎検討の実施

・先進リチウムイオン電池材
料の評価技術に基づく材料
評価の実施
・全固体電池材料評価のため
の標準電池の試作方法等の
検討

・先進リチウムイオン電池材
料の評価技術の妥当性の検
証
・全固体電池材料の評価技
術の評価技術の開発

本事業の平成29年度終了時
の達成状況等を踏まえ、研究
開発計画を再検討

環境省

エ・文12

産業・民生・運輸各部門で
の未利用熱の有効利用に
向け、要素技術の研究開
発を推進

エ・文12

実用化の見込める技術
シーズについて、一定の
性能向上が確認されたも
のについては経済産業省
事業へ成果の受け渡しを
検討

・先端的低炭素化技術開発：
要素技術の基礎的検討
・理化学研究所：構造シミュ
レーション等による性能の最
適化

・先端的低炭素化技術開発：
要素技術の有効性の確認
・理化学研究所：新原理の実
証と性能向上

・先端的低炭素化技術開発：
実用化に向けた橋渡し
・理化学研究所：電力因子の
向上

・先端的低炭素化技術開発：
実用化に向けた橋渡し
・理化学研究所：熱伝導率の
低減

多岐に渡る複数の熱利活
用技術を一体的に進める
ことで、社会全体として無
駄がない熱マネジメント技
術を総合的に提案、開発

（４）水素社会
の実現に向け
た新規技術や
蓄電池の活用
等によるエネル
ギー利用の安
定化
（ＳＩＰ及び大会
プロジェクト⑤
を含む）
【内閣府、文部
科学省、経済
産業省、国土
交通省、環境
省】

エ・経25

超電導技術の効果が期待
できる送配電、高磁場コイ
ルなどの分野について、
技術開発と実証を総合的
に実施

エ・経25

日本が幹事国を務める
IEC/TC90を通じた国際標
準化等の活動を推進し、
研究開発成果は適宜デモ
ンストレーションを行い、
超電導ケーブルの性能や
安全基準の策定を推進

 超電導送電技術の
開発
 【経済産業省】

 蓄熱・断熱技術、
再生可能エネル
ギー熱利用技術等
の開発
【文部科学省、経済
産業省】

○高性能断熱材・蓄熱材
や熱マネジメント技術の実
用化

 蓄電池等の次世代
蓄電技術の開発
【文部科学省、経済
産業省、環境省】

エ・経14 エ・経14

事業戦略と一体となった
国際標準化を進めるととも
に、諸外国に先んじて国
際標準を獲得するため、
業界団体等の内部でのコ
ンセンサス形成を必須とし
ない「トップスタンダード制
度」を活用する等、国際標
準提案に係わる戦略的か
つ迅速な国際標準獲得等
のための体制を整備

・蓄熱：出力密度3kW/Lの蓄
熱モジュール確立
・遮熱：新規ポリマー基本重
合技術確立
・断熱：検証炉試作、各部材
評価
・熱電変換：フレキシブル有機
熱電用新規導電性ポリマー
開発
・排熱発電：1kWeクラス発電
の基本要素技術確立
・ヒートポンプ：高温HP試作機
試験装置の製作及び性能試
験
・熱マネージメント：吸熱モ
ジュール試作、実車総合検証

各個別事業は最終年度での目標達成へ向け継続

（５）社会実装
に向けた主な

取組    国際競争力強化に係る技術基準、認証システム等の国際標準化の推進　　　【総務省、経済産業省】

・蓄熱：材料のﾐｸﾛ構造改良による蓄熱密度向上
・遮熱：反射帯域を拡張するための光学・フィルム積層構造の設計
・断熱：検証炉等により抽出した各開発部材の課題解決
・熱電変換：導電性ポリマー、高機能炭素材料分散物、有機-無機ハイブリッド材料の開発
・排熱発電：1kWeクラス発電での発電効率14%に向けた技術の明確化
・ヒートポンプ：80→160℃加熱でCOP：3.5が可能なHP試作機の設計・製作
・熱マネージメント：熱移動性能の3.7 W/cm2 以上向上

H29年度以降は進捗状況を踏まえて検討

○次世代蓄電池技術の実
用化
・ 国内企業による先端蓄
電池の市場獲得規模とし
て 2020 年に年間5,000 億
円を目指す（世界市場の５
割）
・ 2020 年に系統用蓄電池
のコストを2.3 万円/kWh
程度まで低減

系統からの電力供給の停止にも対応できるよう、住宅や公共施設間による発電・蓄電に加えて、コミュニティ間で融通し合えるシステムを実現するための、実証試験等の取組

「エ・内科04、エ・経03、エ・文11、エ・環04、エ・国01」、「エ・経25」
施策番号

○超電導送電技術の実用
化

平成28年からの5年間で、超電導技術による未来型送電・鉄道輸送システム、高磁場コイ
ルシステム等を達成し、炭酸ガス排出削減（2030年　CO2排出量削減1,140万t）に貢献

   技術進歩等の変化に対応した規制緩和、保安基準の検証・見直し並びにこれらの前提となる調査・実証等　　　【総務省、経済産業省、環境省】
「エ・経16、エ・文13、エ・経21」、「エ・経14、エ・文12」、「エ・経25」

取組の内容

―
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平成28年度アクションプラン対象施策に基づく関連表

I.クリーンで経済的なエネルギーシステムの実現

(ii) 地球環境情報プラットフォームの構築

今年度の検証
可能な達成目標

３年間の検証可能な達成目標
総合戦略2015の
記載内容

重点的取組 ①取組の内容 施策番号 施策内容 施策番号 施策内容 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
②2020年までの
成果目標

環・総01
衛星搭載センサの性能向
上と衛星リモートセンシン
グ技術の開発

環・総01
環・文02

衛星リモートセンシング観
測データの地球環境情報
プラットフォームへの提供
と活用

―

1) GPM/DPRセンサのミッショ
ン期間中の性能確認
2) 風解析アルゴリズムの開
発
3) 超小型テラヘルツ衛星部
品デモンストレーションモデル
の実証

1) 同左センサの高次データ
処理解析
2) 同左アルゴリズムの検証
3) 同左エンジニアモデルの
実証

1) EarthCARE衛星搭載雲
レーダの打ち上げ後の性能
確認
2) 衛星による風観測インパク
トの評価
3) 同左フライトモデルの実証

環・文01
気候変動対応等に向けた
地球観測衛星の研究開発

環・文02

GCOM-CとGOSAT-2観測
データの地球環境情報プ
ラットフォームへの提供と
活用

1) GCOM-Cの開発
2) GOSAT-2の開発

1) GCOM-C開発・打上げ
2) GOSAT-2開発

1) GCOM-C運用と定常配布
2) GOSAT-2開発・打上げ

1) GCOM-C運用と定常配布
2) GOSAT-2運用と定常配布

環・文03 北極域研究の戦略的推進 環・文02
北極域観測データの地球
環境情報プラットフォーム
での活用

―

1) 国際共同研究への参画
2) 国際連携拠点への若手研
究者派遣
3) 先進的北極域観測技術と
新たな研究船の検討

1) 国際共同研究の実施
2) 追加拠点への派遣
3) 同左技術の研究開発、陸
上試験等

1) 国際共同研究の継続
2) 派遣の継続
3) 同左技術を用いたプロトタ
イプ試作等

環・環01
衛星による地球環境観測
の強化

環・文02
環・環01

GOSAT-2観測データの地
球環境情報プラットフォー
ムへの提供と活用

1) GOSATによる全球観測
2) GOSAT-2の開発

1) GOSAT後期利用段階にお
ける全球観測
2) GOSAT-2開発

1) 同左観測と後継機のデー
タ処理技術の開発
2) GOSAT-2打ち上げ

1) GOSATとGOSAT-2による
全球観測
2) GOSAT-2プロダクト提供

環・総01
衛星リモートセンシングに
よる地球観測データの高
次処理

環・総01
環・文02

衛星リモートセンシング観
測データの地球環境情報
プラットフォームへの提供
と活用

―

クラウド技術等による観測
データ高次解析や可視化の
技術開発と異種データを統合
した高次情報処理

同左技術開発と情報処理の
継続

同左技術開発と情報処理の
継続

環・文02

リアルタイム河川・ダム管
理システムと気候変動適
応・緩和等の社会課
題に貢献する共通基盤技
術の開発に必要な予測モ
デルとシミュレーション技
術の高度化

環・文02
同左システムによる高効
率水力発電の運用と同左
技術を用いた社会実装

―

１）一部の地方自治体の河川
への同左システムの適用
２）共通基盤技術の開発に必
要な予測モデルとシミレーショ
ン技術の設計

１）同左システムの改良と汎
用化のためのモデルとシミュ
レーション技術の高度化開始
２）同左技術の開発に必要な
モデル及びシミレーション技
術の開発

１）同左システムの汎用化の
ためのモデルとシミュレーショ
ン技術の高度化
２）同左モデルとシミレーショ
ン技術の精度向上

環・国01
気候変動の中長期予測の
高精度化

環・文02
気候変動予測情報の地球
環境情報プラットフォーム
への提供と活用

―

1) 水平格子間隔2kmの地域
気候モデルによる温暖化予
測実験の実施
2) 水平格子間隔5kmの温暖
化予測実験の解析とその解
析結果の公表

1) 水平格子間隔1kmの地域
気候予測実験のためのモデ
ル開発の開始
2) 水平格子間隔2kmの温暖
化予測実験の解析

1) 同左モデル開発の継続
2) 同左実験の解析結果の公
表

環・環01
ＪＣＭ推進のためのMRV
等関連する技術高度化事
業

環・環01
温室効果ガス削減目標達
成への寄与

アジア諸国の実情に合わせ
た都市及び地域全体として効
率のよい低炭素システムの
設計と提案

1) インドネシアでのエネル
ギー使用量モニタリングの産
業地域への拡大
2) モンゴルにおけるエネル
ギー削減量の試算

1) 同左モニタリングポイント
の拡大と測定の高精度化
2) 同左削減量の推定システ
ムの開発

1) 同左モニタリングにおける
MRV技術の検討
2) 同左削減効果測定技術の
高度化

各省事業・施策総合戦略2015の記載内容
各省事業・施策
（社会実装）

（１）地球環境
観測・予測技術
を統合した情報
プラットフォー
ムの構築
【総務省、文部
科学省、国土
交通省、環境
省】

○地球環境の観測技術の
開発
・ 二酸化炭素やメタン等
の温室効果ガス濃度、エ
アロゾル等の大気汚染物
質濃度を１日あたり600 点
測定可能な分光センサを
搭載した衛星の打ち上げ
と運用
・ 気候変動の監視に重要
な海域や極域等の観測空
白域において、観測頻度・
密度を高める中長期自動
観測システムの開発及び
実用化

衛星搭載センサ等
の性能向上と海洋・
極域を含む地球観
測の推進及び新た
な観測技術の開発
 【文部科学省、環
境省】

 地球環境の予測モ
デルとシミュレー
ション技術の高度
化
【文部科学省、国土
交通省、環境省】

○地球環境の予測技術の
高度化
・ 高解像度（１km 未満）で
の気象シミュレーションに
よる日照・風況予測（10 分
先）の実現
・ 流域における水資源の
年間動態を予測する大
気・水循環モデルの適用
・ 地球規模の気候変動の
高精度な中長期予測（50
年先まで）の実現
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環・総01
地球観測データ実利用化
に資するデータ提供

環・総01
 フューチャー・アースの枠
組みによる地球環境情報
プラットフォームの活用

―

テラヘルツリモートセンシング
で得られる大気環境負荷物
質のレベル２グローバルデー
タのDIAS等への提供

同左物質の気候値の作成と
DIAS等への提供

大気汚染物質の推定アルゴ
リズムの評価等とその成果の
DIAS等への提供

環・文02
DIASを中核とした地球環
境情報プラットフォームの
構築

環・文02

地球環境情報プラット
フォームの運用とフュー
チャー・アース構想の推進

―
地球環境情報プラットフォー
ムの運営体制の構築開始

ユーザー向けインターフェー
スの開発やデータの拡充及
びユーザー数の拡大

同左インターフェースの運用
開始と長期的・安定的な運営
体制の確立

環・環01
GOSAT-2の観測データの
地球環境情報プラット
フォームへの提供

環・文02
環・環01

温室効果ガス削減目標達
成への寄与

GOSATによる観測データ定
常処理・提供

GOSATによる観測データ定
常処理・提供

同左データ定常処理・提供と
GOSAT-2による観測データ
定常処理・提供に向けた準備

GOSATとGOSAT-2による観
測データ定常処理・提供

環・文02

リアルタイム河川・ダム管
理システムと気候変動適
応・緩和等の社会課
題に貢献する共通基盤技
術の開発

環・文02
同左システムによる高効
率水力発電の運用と同左
技術の社会実装

―

1) 一部の地方自治体の河川
での同左システムによる高効
率水力発電の運用の試行
2) 同左技術の開発計画の策
定

1) 一部の地方自治体の河川
での同左システムの運用開
始及び汎用化のための技術
開発の開始
2) 同左技術の開発

1) 同左システムの汎用化の
ための技術の高度化
2) 同左技術の精度向上

環境省

○地球環境情報プラットフォームの活用【文部科学省、環境省】
・ オープン化を見据えたデータポリシーの確立と標準化による国際的なデータ共有
・  携帯端末やポータルサイト等の活用による地球環境情報の取得と提供

環・総01、環・文02、環・環01

（４）社会実装
に向けた主な
取組

○再生可能エネルギーの発電量予測技術を実証するための環境整備【文部科学省、環境省】
・ モデル地域における実証試験のための自治体等との連携と規制・制度の整備
・ 水力発電・水資源管理における受益者間の合意形成の促進

○「フューチャーアース」の枠組みの活用
・ 研究者コミュニティと社会の様々なステークホルダーとの超学際的な連携と協働【文部科学省、環境省】

環・文02

環・総01、環・文02

施策番号取組の内容

地球環境予測に基
づく再生可能エネ
ルギーの発電量予
測技術の開発
【文部科学省、環境
省】

メタデータ利用と
データベース設計
の最適化やデータ
アクセスの速度向
上等の技術による
地球環境情報プ
ラットフォームの構
築
 【文部科学省、環
境省】

○地球環境情報プラット
フォームの運用
・ 観測データと予測結果
の 200 以上のデータベー
スを統合した2.5PB 以上
のストレージ容量の地球
環境情報プラットフォーム
の運用

○再生可能エネルギーの
発電量予測技術の実証
・ 日照・風況予測に基づく
太陽光・風力発電量予測
技術の九州や北海道、東
北等のモデル地域におけ
る実証
・ 大気・水循環モデルの
予測を用いた水力発電・
水資源管理技術の北関東
のモデル流域における実
証

関係省庁と連携し、地球環境情報プラットフォームの活用と社会実装を推進する
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